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中国政府高官に対して国際情勢を頻繁に講じるとともに、外交政策に関す

る中国政府の諮問を受け意見を提供している。その意味では、中国対外政

策の形成に一定の影響をあたえていると見ることができよう。

改革開放から３０周年を迎える今年（２００８年）、中国では社会科学の分野

でさまざまな刺激的論考が発表されているが、本稿もそうした流れに位置

するものである。本稿は完成稿であるが、草稿段階でその一部が摘要の形
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で『環球時報』「国際論壇」に発表された（２００８年２月２０日）。

著者は、日本の生活様式を「青山緑水」と表現し中国の目指すべきモデ

ルとしているが、著者が特に親日・知日人脈に属する経歴を持つわけでは

ないだけに、公平な評価と言えるのかも知れない。その意味で、日本の正

当な国家地位と利益を尊重すべきであるという主張にも説得力がある。中

国大衆の多分に盲目的なナショナリズムや反日の声にもかかわらず、中国

知識人の間にこのような冷静な見解は決して少なくない。それだけにまた、

歴史問題に対する日本の一部政治家やメディアの姿勢が日本の国際的イメ

ージを損なっているとの指摘を含むいくつかの提言は、充分に中立的なも

のとして傾聴するに値する。中国の知的言語空間の実情が、巷間に伝えら

れるほど画一的で一面的ではないことを、臆断を排して見据え、見誤らぬ

冷徹な視線が、当然のことながらわれわれ自身にも求められよう。

冷戦終結以来、日中米トライアングルは複雑な変化を見せてきた。日米

間の政治軍事同盟は安定のなかでさらに強化されてきたが、その主要な原

因のひとつは中国の実力が絶え間なく上昇し続けてきたことにあり、また、

台湾海峡情勢がしばしば緊張したことにある。経済的に見れば、１９９０年代

初期の日米間には激しい貿易摩擦が存在していたが、その後日本経済の低

迷と米国経済の回復にともなって緩和され、今度は、中米貿易摩擦がます

ますエスカレートしている。１９９０年代をつうじて、日中関係は中米関係に

比べて安定していた。今世紀の初めになって、中米間には厳しい危機は存

在しなくなったが、日中関係はかなりのダメージを受け、２００６年１０月に安

倍晋三首相が中国を訪問して初めて、限定的な改善をみた。

日中米トライアングルに変化を促した要因は多いが、そのなかの重要な

もののひとつは３国間の実力の消長である（１）。伝統的な現実主義理論の角

度から見ると、ひとつの国家にとっては自国の利益の及ぶ範囲が影響力の

境界となるのだが、その国家の実力と地位の変化に応じてこの境界は移動
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するのであり、両国間の実力比の変化が最終的に両国関係を規定するので

ある。ここ１０数年にわたって、米国の経済と軍事力の発展速度は大きく日

本を上回り、さらに日本が安全保障面で米国に依存する程度は増大し、日

本は米国の世界戦略に追随してきた。それと同時に、中国と日本の間の実

力差も目に見えて縮小しており、中国は自信を強め、日本の憂慮は増し優

越感は後退している。ここ数年の日中間の摩擦は、こうした視点から部分

的に解釈が可能である。中米の実力が接近したことから、米国は中国に対

する戦略上の懸念を深めており、中国は地域的な視点や二国間の視点から

ではなく、いっそうグローバルな視点から、対米関係を考察し処理するよ

うになっている。

本稿は、日中米の実力比について、将来の１０年前後の期間に生じうる変

化の輪郭を描き、３カ国それぞれが自己の実力と地位にもとづいて採りう

る対外戦略を分析し、そのことによって日中米トライアングルの発展の趨

勢を展望しようと試みるものである。

（１）

１９９０年代初めから現在に至るまでの日中米３カ国の経済成長率の差は極

めて明瞭である。中国の国内総生産（GDP）が年平均１０％近くで成長し

ている一方、日本の GDP平均成長率はわずか１．６％であり、米国は３％

である。当時のレートによる単純計算では、１９９０年時点での中国、日本、

米国の GDP総額比は、１対８対１５であり、２００６年になるとこの比率は１

対２対６となっている。つまり、GDPによる計算では、中国と日本、米

国の経済的実力差は縮小しており、その一方で日本と米国の差は拡大して

いるのである。

将来の１０年間で、３カ国の経済成長速度がどう変化するかは定かではな

いが、中国経済発展の余地は依然として極めて大きい。都市では高齢化の

趨勢が現れているものの、人口と労働力全体の増加は２０２０年前後まで続く
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ことができ、経済体制改革の深化は経済に新しい活力を吹き込むことがで

きる。国内中産階級の成長、都市化の進展さらに農村生活の質の向上によ

り、国内市場は持続的に拡大することになる。同時に、グローバリゼーシ

ョンは中国にいっそう広範な海外市場をもたらし、中国の門戸はますます

大きく開放されていくだろう。一般的な予測では、２０１６年までは、中国 GDP

の年平均成長率は８％前後を維持することになる（２）。けれども、中国経済

は依然として粗放型であり、付加価値は低く、資源の消費効率は悪く、環

境汚染は深刻であり、海外資源への依存をますます深めている。高度先端

技術の領域では、中国の競争力は日本や米国と比べて遙かに後塵を拝して

いる。人民元が国際通貨になっておらず、資本市場の成熟が不十分である

ことは、おそらく中国経済発展のボトルネックとなろう。

１０年に及ぶ経済低迷の後、日本経済は２００２年からは回復の段階に入った。

けれども、高齢化のもたらした年金の負担は重くのしかかっており、労働

力不足の問題も移民の受入をとおしての解決は不可能であり、制度改革は

大きく阻まれている。そのため、技術革新能力は制限を受け、将来１０年間

の年平均経済成長率は２％程度を維持するに過ぎないと予測される（３）。も

っとも他方で、日本の経済と科学技術はすでに高度に発達しており、資源

の消費効率は良く、生態環境の保護は重視され、社会の安定と凝集力は力

強く、経済発展の減速が重大な社会問題を作り出すことはなく、対外経済

摩擦も容易に統制可能である。

米国経済は、２００７年以来、不動産バブルがはじけ、金融危機に準じる状

況に悩まされ、経済衰退の予兆が現れている。けれども長期的な視点から

見れば、米国経済の基本面は健全である。その国土面積、自然資源、人的

資源、市場経済制度、創造メカニズムなどの面での優位性は、将来の１０年

間も依然として突出したものであり、米国に経済と社会の活力を十分に維

持させることになるだろう。外国からの移民は、国内の出生率の低下によ

る労働力不足を補うことになる。米国の労働生産性がもう一度大幅に高ま

ることはあり得ないが、依然としてその他の先進国よりも高い状態にある。
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米国の低い貯蓄率と高消費の習慣が大きく変わることはなく、貧富の格差

を繕うことも困難であり、規模の巨大な独占的なコンツェルンが経済にお

いて主導的な地位を占めている。これらすべてのことが、米国経済の将来

１０年間を安定したものにすることは確実である。過去１０年間そうだったよ

うに経済成長率が３％前後を維持することは、かなり信頼しうる予測であ

ると言うことができる（４）。

陳江生の推計によれば、人民元の切り上げを計算に入れた上で、２０１６年

には中国の GDPは７．７４１万億ドルに達し、日本は５．３２３万億ドル、米国は

１７．４９８万億ドルに達することになる（５）。この予測をもとに単純計算してみ

ると、中国と日本、米国の GDP比は、１０年後には１対０．７対２．２となる。

張季風もまた中国の経済規模は２０１６年に日本を追い抜くという結論をだし

ている（６）。小峰隆夫は中国の国内総生産値は２０２０年に米国を越え、世界最

大の経済実体になるとさえ見ている（７）。けれども、１０年後の中国の人口は

日本の１２倍であり、米国の４．２倍となり、１人当たり GDPに換算すると、

日本と米国はそれぞれ中国の１７倍と１９倍になる。このように比較してみる

と、中国はやはり依然としてかなりの貧困国なのである。

日中米軍事力の対比は、なかなか複雑で争点に満ちた問題である。なか

でも軍事費問題が最も注目を集めている。中国の政府統計が示すところに

よれば、２０００年から２００５年の間に、中国の国防支出は２倍となり２，４４７億

人民元に達した。２００６年の国防予算は前年より１４．７％増加し、２００７年には

さらに前年から１７．８％増えた。２００８年の国防予算は１７．６％増え、４１７７．６９

億元に達している（８）。多年にわたる２桁の増加は、日米両国の強い注意を

喚起するに至っている。米国国防総省が今年３月に公表した『中国の軍事

力に関する年次報告書（２００８年版）』は中国軍事費拡大への不安と、中国

軍事費の透明性の欠如に対する猜疑心を最大限に示しており、中国の実際

の軍事支出を公式に表明された数値の２倍から３倍と認識してさえいる（９）。

翻って日本と米国について見ると、軍事支出増加の速度は中国に及ばな

い。２００３年から２００６年まで、日本政府の公表した防衛支出は微減の趨勢を
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示しており、それぞれ４５０億ドル、４２２億ドル、４２０億ドル、４１６億ドルであ

った。２００７年は４２０億ドルであり、総額は数年来大きく変わってはいない。

米国では多方面の需要のために、２００１年から軍事支出が年を追って増加し、

年平均概ね５％前後で増えている。米国の２００８年の軍事予算は６，２２０億ド

ルの高水準に達し、歴史上最も高いものとなった（１０）。軍事支出は数量化が

可能な指標であるが、それ自体の説明能力には限界がある。したがって、

軍事費というひとつの角度からのみ３カ国の軍事能力の差について検討す

ることはできない。

今日、一般的に受け入れられた見方は、次のようなものである。中国は

戦略ミサイルと兵力量の面では日本に優っており、核兵器も保有している。

他方、日本は米国の核の傘に依存し、１０年内に独自の核戦力を持つことは

考えがたい。また、日本防衛力の現代化の程度と技術装備は中国に優って

いる。米国の軍事的実力は、唯一の例外である中国の陸軍兵力量を除けば、

すべての比較可能な面において、中国と日本より遙かに高い状態を維持し

続けるだろう。同時に、日米軍事同盟の性格上、ひとたび中国が日本もし

くは米国と大規模な２国間軍事衝突を起こせば、第３国はほとんど必然的

に巻き込まれ、中国と対立している一方を支援することが見込まれる。し

たがって、中国の軍事的実力の増大が確かに注目を集めてはいるが、日中

米の軍事パワーの対比的変化それ自体は、３カ国の総合的実力の消長の分

析にはあまり重要な意義はもっていないのである。

（２）

中国の実体経済が総量の面で今まさに急速に日米両国に迫りつつあり、

国防力も急速に増強されていることを、以上の分析は説明している。また

「中国台頭」という発展の趨勢を現してもいる。日米間では、国力の天秤

は米国に傾いていくことになろう。このように３国の総合国力の競争にお

いて、中国は上昇中であり、日本は守勢にあり、米国は現状維持に努力し
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ている。このような趨勢は重要な政策的意義を含んでいる。

「中国台頭」は、客観的現実から見ても、中国国民の自己意識において

も、すでに不可逆的な発展の趨勢になっている。これとともに現れたのは、

中国国内の民族主義（１１）の高まりであり、国際社会に対する中国の自信の強

化であり、政治的、経済的、文化的影響力の拡大である。日中米トライア

ングルについて言えば、中国の自信の強化は、積極的で安定を促す要素で

ある。なぜなら、自我意識を高めた中国は、「百年の屈辱の歴史」や、冷

戦初期に直面した必死の抵抗と孤立の遺産であるあの種の敏感な弱小国心

理を、容易に克服することができるからである。中国はどのひとつの大国

とでも、同盟によって自己の国家安全保障の問題を解決する必要はない。

同時に、中国は日本への接近によって米国に対抗したり、米国への接近に

よって日本に対抗したりすることを再度期待する必要もない。日米だけで

なく、広い国際空間を余裕をもって開拓していくことができるのである。

予見できる将来において、中米間の実力差が急速に縮まることはありえ

ない。そのため、経済の相互依存と国際協力という要素を考慮せずとも、

世界を主導する米国への挑戦を、中国人が選択可能で賢明な戦略であると

みなすことはないであろう。そうではなく、一種のいっそう平等で、相互

協力的に問題を解決する２国間関係の追求を、現実の政策目標とみなすこ

とになろう。米国では「中国脅威論」が繰り返えされ、一部の戦略家が確

かに中国の実力の増強にかなりの憂慮を持ってはいる。しかしながら、米

国政治の主流と経済の専門家は、米国の実力と地位の安定に相当の自信を

持っている。米国の最も声望の高い経済学者のひとりであるレスター・サ

ローは、中国政府の経済統計には水増しが非常に多いとし、中国経済は２１

世紀末になっても米国のレヴェルには達しないと推計している（１２）。米国の

中国経済専門家アルバート・カイデルもまた、英国『フィナンシャル・タ

イムズ』に寄せた評論で、目下の中国経済規模は誤って高く評価されてい

ると指摘している（１３）。アジア開発銀行の調査結果によれば、初めて購買力

平価（PPP）方式を用いて算出した中国経済規模についての信頼しうる数
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値は、今までの見積もりより４０％低く、中国の生活者で世界銀行の設定し

た１日１人当たり生活費１ドルの貧困ライン以下の人口は３億となり、以

前の評価の３倍となる。したがって、中国はやはり相当な貧困国なのであ

る。総じて言えば、中国の実力は統計の面では急速に増大しているが、さ

しあたり米国のグローバル戦略と衝突することはなく、また、米国が慌て

て日米同盟を利用して中国を牽制するように促すほどのものでもないので

ある。

上述の中米関係と比較して述べると、日中の差の縮小が政策にあたえる

影響はいっそう複雑である。２０世紀の８０年代を回顧してみると、日本経済

の発展は誰もが羨んでおり、日中関係の重要性には何の疑いもなかった。

中国の政治エリートのなかで、日本に比べて ECやソ連がさらに重要だと

認識する人はほとんどいなかった。現在、日本が経済上、政治上中国に対

して持つ重要性は、明らかにあの時代に及ばない。ひとつの国家として見

れば、日本の中国経済に対する重要性は米国に次ぐものである（近年、日

中貿易の総額は中米貿易の総額を超えるに至った）が、最近行われた世論

調査の結果は、中国の大衆は米国と EUが自国の経済にとって最重要だと

認識しており、日本の位置は第３位だった（１４）。私の個人的な接触の範囲内

では、中国の戦略と政治に対するロシアの重要性は今日では日本をこえた

と認識している専門家が中国に現れるようになった。中国の大衆の心理の

中では、ロシアに対する好感は日本に対するそれをこえている（１５）。現在で

もこうなのであるから、中国経済の規模が日本に近づくか追い越したとき、

中国人の心のなかで大国としての日本の地位がどうなるかは、いっそう容

易に想像しうることである。日本が「もう決して重要でない」と見られる

とき、日中関係の難題を解決する必要性と緊迫感は疑いの目を向けられる

ことになるだろう。

中国人と対比してみると、自国の国力増強に対する信頼が、日本人には

不足している。２００７年８月に実施された世論調査では、わずか６％の日本

人が自国の経済を「良い方向に発展している」と見ており、３８％の日本人
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が自国の経済を「大体において良い方向に発展している」と見ていた。こ

れに対して、中国大衆の自国の経済に対する同一の回答は、それぞれ５０％

と４７％の高さに達していた（１６）。この調査結果は、日中それぞれの国民の自

国の経済成長に対する見通しが、両国の経済的実力差の縮小という実際の

状況と符合していることを証明している。日本国内では、中国経済の力強

い成長にともない、中国はすでに豊かになったと強調され、日本はもう援

助をする必要はないという声が高まった。こうして、対中 ODAは２００８年

に正式に「卒業」を迎えることとなった。

日本政府と政治指導者の中国の復興に対する表だった発言は、極めて不

統一なものである。小泉純一郎首相（当時）は２００４－２００５年にカナダを訪

問し中国の代表団に会ったときに、自分は一貫して「中国脅威論」を支持

せず、「私は中国の発展は日本にとって脅威ではないと何度も述べてきた」

と繰り返し強調した（１７）。当時の麻生太郎外務大臣は、２００５年１２月１２日に次

のように述べた。「中国は１０億の人口を擁している。核兵器も保有してお

り、軍事費は１７年続けて２桁成長をしており、その内容も不透明である。

中国はいま相当程度の脅威になりつつある」（１８）。もっとも、麻生外相はま

た、自分は中国台頭に歓迎を示した最初の日本の外相だとも述べている。

２００７年２月２７日、安倍晋三首相（当時）は、自民党の中川昭一政調会長が

前日に行った「中国脅威論」に関連する発言に反駁して、中川氏の発言は

「一部を都合良く取り出したもので、何の意義もない」と指摘した（１９）。福

田康夫現首相は２００７年１１月１８日、CNN記者の単独訪問を受けて、中国の

軍事力は現段階では日本に対しまったく脅威を構成するものではないとい

う認識を示した。彼は「われわれは強大な軍事力を有する米国に脅威を感

じるだろうか？事実は反対である。中国も同じであり、私個人はこれを楽

観している」と述べた（２０）。このように日本の政治家の発言は多様であるた

め、それに依拠して、中国台頭に対する日本人の複雑な心理を判断するこ

とには困難がともなう。

筆者個人の浅薄な観察においては、少なくとも、日本の政治エリートの
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相当部分は、中国の国力の迅速な発展、特に軍事力の増強に対して、脅威

とまで明言しないまでも、極めて大きな懸念を心のなかに持っている。日

中両国実力の対比的な発展趨勢から見ると、日本国民の心理に宿ったこの

種の疑念は、弱まらないばかりか、将来数年のうちにさらに強くなること

が、かなりの程度で予想される。日中関係がいくらか改善し、中国が日本

の民間に対して広報活動を強めたとしても、それが日本が中国を見る心理

にあたえる影響は限られたものになるだろう。当然のことながら、日本の

中国に対する懸念は、両国間の政治制度とイデオロギーの違いとも関係し

ている。けれども、１９８９年の天安門事件後の一時期と比べて、イデオロギ

ー要素が日中間系に影響をあたえる程度は低下している。このことから、

イデオロギー要素以上に、両国実力の対比的変化が、日本の対中姿勢にい

っそう明らかな作用を及ぼしていることが見てとれる。

中国の戦略に対する日本の懸念は、必然的にその政策と行動に反映され

る。日米同盟を強固なものにし、東南アジア諸国との関係を改善し、「価

値観外交」を宣揚してアジアに「自由と繁栄の弧」を形成することを希望

し［２］、オーストラリアやインドなどとの安全保障関係を強化し、自衛隊の

活動範囲を拡大し、台湾と隠密裡に非公開で軍事協力を進めるなど、これ

らの政策と行動はみな中国の影響力の拡大と関連している。今後、日本の

政策提示とその行動様式には、ある程度の変化があるかも知れないが、そ

の内心にある中国への警戒が変わらない以上、対中政策のなかの中国を牽

制する一面は、繰り返し現れてくるであろうし、特に対米関係を強化する

ことをつうじて表現されるであろう。いっそう不安を感じさせることは、

日本国内ですでに公然と核武装の進展を唱える声があることであり、また、

「台湾独立」勢力に同情的な態度をとる日本人が決して少なくはないこと

である。

日中関係の変数が増加したという背景のもとで、米国の態度はいっそう

決定素としての重みを増している（２１）。どのようにして対中関係と対日関係

をバランスさせるかについては、米国の戦略と外交の専門家のなかで、少
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なくとも３種類の異なった観点がある。第１の観点は、ジョージ・ブッシ

ュ元大統領、ヘンリー・キッシンジャー元国務長官、ブレント・スコウク

ロフト元国家安全保障担当補佐官などに代表されるもので、中国台頭の事

実を強調し、中国との協力を主張するものである。彼らは、日米同盟の継

続には同意するが、それを中国を抑止する道具にすることは望んでいない。

第２の観点は、米国のヘリテージ財団などのシンクタンクの保守派が代表

するものであり、中国が将来米国の安全にとって最大の脅威となる国家で

あるとの認識に立っている。そこで、日米同盟を強化して抑止の手段とす

ることで中国を牽制し、さらには日本が平和憲法を改正して軍事的参与を

強めることを支持している。第３の観点はリチャード・アーミテージ元国

務副長官、マイケル・グリーン元国家安全保障会議上級アジア部長、カー

ト・キャンベル元国防次官補代理などを代表とするもので、日米同盟を米

国のアジア太平洋地域における政策の主軸とし、米国の主導する国際シス

テムと地域秩序を受け入れるよう中国に促すことを主張する。日中米３カ

国のパワーの対比と、米国のグローバルな戦略の発展の趨勢から見て、第

３の観点がおそらく政府の主流になるものと思われる。

（３）

ここまで、伝統的な意味での国家間のバランス・オブ・パワーの角度か

ら、日中米３カ国の伝統的な国家安全保障問題について将来ありうる相互

関係を考察してきた。戦略と外交の専門家は、往々にして、本能的にバラ

ンス・オブ・パワーの思考様式にもとづいて、彼ら各自の国家未来戦略を

描くものである。けれども、歴史が証明しているとおり、ある時点での大

国の実力比にもとづいて決定された戦略予測が後の事実によって覆される

事例は枚挙に暇がない。例えば、２０世紀の７０年代末、国際戦略家が激論を

交わした争点のひとつはソ連の総合的な実力が世紀末前に米国をこえるか

否かということであり、どのようにしてソ連のグローバルな拡張主義の勢
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いを抑止するのかということであった。けれども、１０数年後にソ連が存在

しなくなることを予測した者はほとんどいなかった。８０年代末になって、

国際戦略家の中心的な争点は、西欧を代表する西ドイツと日本が（特に日

本が）、いつ米国と三者鼎立を実現するのかということに移った。けれど

も、日本が９０年代をつうじて経済的に停滞し、ドイツがあれほど早く統一

して以降、米国と日本や欧州との経済的実力と軍事的実力の差が縮まらな

いばかりか、却っていくつかの面で拡大することを予測した者もほとんど

いなかった。１９８９年の天安門事件の後、西側が手を携えて中国に制裁を行

った際に、国際戦略家のなかで中国の政治的前途を楽観視する者は極めて

少なかったし、中国が２０年もたたない期間内に世界で第３の経済実体に成

長し、政治的にも相当安定することを予測した者はほとんどいなかった。

したがって、日中米３カ国の実力比から将来を見据えた分析を行うに際

しては、研究者は十分な幅を想定し、慎重な態度を保つことが必要である。

まず、日中米３カ国の経済成長速度が予想されたように発展し変化するか

どうかは、金融、生態、自然災害及び国際的な安全保障上の危機など極め

て多くの変数の影響を受けるということである。過去１０年間に、アジア金

融危機、９・１１同時多発テロ、SARS危機など、どれもみな突然生じてお

り、完全に人々の思慮の外のことであった。将来の１０年間においても、人

びとがまったく考えもしなかった巨大な挑戦を受け、日中米の実力比ある

いはトライアングルに極端な変化を生じさせることもあるかも知れない。

地域の安全保障の面だけに限っても、台湾海峡の両岸関係問題や、朝鮮半

島の核問題の発展趨勢は予測が難しい。

次に、われわれが少し視角を換えて、国家発展過程における脆弱性［vul-

nerabilities］、国家ソフトパワー、安全環境などに及ぶ問題に注目してみ

るだけで、日中米の実力比についていくつかの異なった結論が得られる［３］。

例えば、持続的に発展可能な多くの面で、日本は３カ国の最前列を走っ

ており（２２）、米国と日本にはかなり大きな差がある。中国は日本と米国に遙

かに遅れており、この趨勢は将来の１０年間におそらく中国に不利な方向に
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向かい続ける。例えば、日本は新資源開発の技術面で遙かに先を行ってお

り、特に太陽光発電の技術、排水処理技術、環境保護と省エネ技術などの

面では独走状態であり、日本経済の持続可能な発展に堅実な基礎を提供し

ていると言える。日本政府の環境保護・省エネ政策は資源の安定供給と地

球温暖化の防止に着目したものであり、政策の具体的な制定と実施にあた

って、制度設計、技術開発及び評価体系の確立などに注意し、極めて強力

な体系性と操作性を備えている。主に企業を省エネ設備、施設、商品の開

発投資へとかきたて、これによって経済的効率と利益を生じさせ、環境保

護と経済成長の双方を同時に獲得するという効果を達成している（２３）。

人口数の減少によって、日本のエネルギー消費の圧力は相対的に軽減さ

れ、環境保護の面での模範としての役割はいっそう注目すべきものとなっ

ている。２００７年４月、中国の温家宝総理が日本を訪問し、日中首脳会談に

おいて、日中環境保護協力を強化する共同声明を発表した。２００８年１月２６

日、日本の福田康夫首相は、ダボスでの世界経済フォーラム２００８年年次総

会の閉幕式で、「クールアース・パートナーシップ」を打ち立てることを

提案した。そのなかには、期間５年で、総額１００億ドルの基金を作り、発

展途上国の地球温暖化への対応を支持することが含まれている。福田首相

は同基金が今年から支出を始めるよう提唱した。そのなかの８０億ドルは気

候変動の緩和支援に用いられ、２０億ドルはクリーン・エネルギーへの転換

を実施する国への補助や支援、技術指導に使われる。日本は米国や英国と

共同して新しい多角的な基金を成立させ、全地球的な温暖化が導いている

気候変動を減少させようとしている（２４）。

米国は持続可能な発展の指標の各項目において、多くの非難を受けてい

る。米国は世界で唯一人口の顕著な増大を経験した工業国であり、そのか

なり速い人口増加、自然資源の高消費、環境汚染状況が組み合わされて、

グローバルな生態環境と大きく衝突するにいたっている。米国の年１人当

たりエネルギー消費量は世界の年１人当たりエネルギー消費量の４倍以上

であり、年１人当たり水消費量も、世界平均の３倍となっている。同時に、
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年１人当たりゴミ量も世界平均水準の２倍に達しており、二酸化炭素排出

量も世界平均水準の４倍の規模になる。ある米国の専門家は、「米国はす

でに『超 Lサイズ』国家になっており、人びとの生活様式のなかには、

超 Lサイズの食欲、住宅欲、土地占有欲、資源消費欲が宿っている」と

指摘している。「より多くのなかのより多く」はおそらく今日の米国の特

徴となっており、以前のどの時代よりもいっそう多くの人間がそこで生活

し、いっそう多くの自然資源が米国人に消費され彼らの日常生活を維持し

ており、同時に地球生物が依存して生存している自然システムに深刻な打

撃をあたえている（２５）。米国は消費様式、汚染物と廃棄物処理などの面で模

範としての役割を果たさず、根本的な改変を行っていないばかりか、却っ

て政策面では一連の「悪いサンプル」を提供してる。例えば、『京都議定

書』への署名拒否は、持続可能な発展の国際協力に障害を増やし、世界の

多くの国々の不満を招いた。２００５年９月のカトリーナ台風事件は、グロー

バルな気候変動がおそらくは引き起こすであろう災害が、天災であるばか

りか人災でもあることを人びとに思い起こさせた。これらの国内外の圧力

を前にして、米国の政策も調整を必要としている。２００７年１０月、ゴア米国

前副大統領は温室効果ガス排出量のコントロールを唱え、グローバルな気

候温暖化を防止しようと努力し、ノーベル平和賞を受賞した。２００８年１月

１４日、マコーミック米国財政部国際事務担当副部長は、カリフォルニア大

学サンディエゴ分校における講演で、ブッシュ政権は２００８年末に数１０億ド

ルのグローバルな国際クリーン・テクノロジー基金を設立し、気候変動に

対処する計画の基礎とする、と宣言した。米国は今まさに基金をつうじて

新しいグローバル気候変動協定の制定に力を尽くし、発展途上国が温室効

果ガスの排出を低下させるのに助けとなる技術を獲得できるよう援助しよ

うとしている（２６）。予想できる将来の数年間に、米国のどの政党が国会とホ

ワイト・ハウスを掌握していようとも、米国は環境保護と気候政策の面で

ともにいっそう大きな努力をすることになろう。

中国は持続可能な発展の面で懸命な努力をしている。２００７年１０月の中国
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共産党第１７回党大会はエネルギー資源の節約と生態環境保護を強化し、持

続可能な発展を増強する目標を強調し、さらに、人を根本とする全面的に

持続可能な科学的発展観を党規約のなかに書き入れた。けれども、中国の

生態環境が被った破壊、エネルギーとその他の自然資源の不足は、将来の

持続可能な発展にとって十分深刻な挑戦となっている。例えば、中国の年

間鉄鋼生産量はすでに４億トンであるが、トン当たりの鉄鋼生産について

国外に比べて３から５立方メートル多い水を必要とし、汚染物質の排出量

は先進国より４０％も高く、エネルギー消費は先進国より１０％高い。中国に

おける年間の自動車生産と販売は、１，０００万輌に迫るが、自動車１台のガ

ソリン消費は日本より５０％高い（２７）。専門家が挙げる具体的な数値や国際比

較した場合の数値上の差異はさまざまだが、中国のエネルギー利用効率の

低さは否定できない事実である（２８）。

環境汚染が中国の経済発展、人民の健康、社会的調和にあたえる制約も、

衆目が一致するものである。広く引用されるように、空気が最も汚染され

た世界２０都市のうち１６が中国にある。中国はすでに世界最大の二酸化硫黄

排出国であり、しかもすでに米国と並んで、あるいは米国を追い抜いて、

世界最大の二酸化炭素排出国となっている。

２００６年９月、中国国家環境保護総局と国家統計局は共同で『中国グリー

ン国民経済算定研究報告２００４』を発布した。これは環境汚染調査を踏まえ

た中国で最初の GDP算定計算報告である。研究結果は、２００４年には環境

汚染が原因で生み出された経済的損失は５，１１８億元になり、その年の GDP

の約３．０５％を占めているとしている。もし当時の管理技術の水準で、２００４

年に汚染源から環境に排出された汚染物をすべて処理したとすると、最初

の直接投資はおよそ１０，８００億元を必要とし、その年の GDPの６．８０％前後

を占めることになる。同時に毎年さらにその他の管理運営の出費コスト

２，８７４億元（仮定管理コスト）が求められることになり、その年の GDPの

約１．８０％を占める（２９）。このように見てくると、中国の高速度経済成長とい

う果実のかなり大きな部分は、実際上環境汚染によって飲み込まれてしま
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うことになる。中国経済はすでに資源エネルギー「ボトルネック」時代に

入り、資源不足が生み出す危険に晒されるようになっている。また、１人

当たり平均 GDP１，０００－３，０００ドルという矛盾の多発する時期に社会が入

り、環境汚染が引き起こす社会問題に直面するようになっている。近年発

生している深刻な大衆行動［４］や政府職員の腐敗といった事例、及び一部の

知識人エリートの厳しい政府批判は、その多くが環境管理問題と関連して

いるのである（３０）。

２００７年２月、世界銀行は『中国における汚染負担：物理的損失の経済的

評価』と題する調査報告を発表した。目下の中国における大気汚染と水質

汚染が人民生活と社会発展に及ぼす悪性の影響について、詳細な分析を行

ったものである。そのなかの多くの状況は驚くべきものである。第１０次５

カ年計画の５年間（２００１－２００５年）に二酸化硫黄排出量は４２％も上昇し、

世界最大の二酸化硫黄排出国であり続けた。この５年間に中国の７大主要

水系［５］のうち５４％の河川が人体に有害な物質を含むようになり、人口の密

集した東北地域の水質汚染は最も深刻になり、１．１５億の中国人が汚染した

飲用水で生活するようになった。汚染は中国に経済的に巨額の負担をもた

らしているばかりでなく、人民の健康水準、農業生産等さまざまな面に影

響を及ぼしているのである（３１）。

中国の気象災害は頻発しており、その災害領域の広さ、災害の種類の多

様さ、被災状況の深刻さ、被災した人口の多さは世界でもまれに見るもの

である。２００５年の時点で、中国の森林率はわずか１８．２１％（日本と米国の森

林率はそれぞれ６７％と３３％）であり、砂漠化した土地の面積もすでに全国

土の２７．４％を占めている（３２）。中国は２００６－２００７年に１９５１年以来最も暖かい

冬を経験した。中国政府が２００７年３月に公布した『気候変化の国家評価報

告』は、最近の１００年で中国の平均気温は０．５－０．８℃上昇したと指摘して

いる。将来中国の気候温暖化の趨勢はさらに激しさを増すことになる。２０

００年と比較してみると、２０２０年の中国の平均気温は、１．３－２．１℃高くなり、

２０５０年には２．３－３．３℃高くなることだろう（３３）。気候変動は中国の農業生産
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に重大な影響をあたえようし、もし何も措置が採られなければ、２１世紀後

半には、中国の主要農作物、例えば、小麦、米、トウモロコシの収穫高は

おそらく３７％下降し、穀物安全保障に深刻な影響を及ぼすことになる（３４）。

中国は世界で自然災害の影響を最も深刻に受けている国のひとつなのであ

る。グローバルな気候変動の背景のもとで、極端な気候関連事件が発生す

る確率は大幅に増加しよう。

中国人の１人当たり GDPは１，０００ドルを超えたばかりであり、工業化

の中期段階とエネルギー需要の高成長時期に入ったところである。このた

め、中国政府は国内外でますます大きなエネルギー節約と排出物削減の圧

力に直面している。中国は、「第１１次５カ年計画」期間（２００６－２０１０）に、

単位 GDP当たりのエネルギー消費量を２０％前後低下させ、主要汚染物質

の排出総量を１０％減少させる数値目標を提案した。もっとも、これは、た

とえ相当痛みをともなう努力が払われたとしてもなお、その達成が極めて

困難な目標であると言わなければならない。

（４）

持続可能な発展趨勢の面では、日中米３カ国は異なった挑戦に直面して

おり、それは３カ国それぞれの位置する発展段階、国内社会環境、国際圧

力の違いを反映している。こうした違いと挑戦の差異は、ある程度まで、

経済発展速度の面での中国の日米両国に対する優位、米国の日本に対する

優位を相殺することになろう。将来の１０年間に、日本は大幅な政策調整を

する必要もなく、大幅な社会変動を経験する必要もなく、その国家目標を

実現することができる。なぜなら日本が求められている変化は決して大き

なものではなく、経済発展と社会安定面での負担はそれほど重いものでは

ないのに、社会全体はかえってなお強烈な危機意識を持っているからであ

る。日本の国家安全保障上の危機感は、主にますます勢力を増して台頭し

ている中国と、核兵器を擁する北朝鮮からきており、その他の問題につい
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ては、継続して西側主導の国際秩序のもとで「便乗する」［６］ことができ、

基本的には国際テロリズムの本土社会に対する攻撃を怖れる必要もなく、

外交戦略や国防建設の面で重大な調整を行う差し迫った必要もない。一方

では、一部の政治家やメディアが前世紀３０－４０年代の侵略と戦争の罪を否

定しているために、日本の国際的イメージは損なわれており、そればかり

か、日本が「普通の国」になろうとする努力に対する国際社会の懸念を引

き起こしている。けれども、他方で、日本政府は平和憲法の改正や、国連

安全保障理事会常任理事国の地位を獲得するといった問題について何ら

「硬い指標」を設けておらず、たとえ日本の国際的地位が現状を維持した

としても、それは国家の根本的利益と国内政治の安定に実質的な損害をあ

たえるとは限らない。日本は人口減少と高齢化の趨勢にあって、大量の外

国人労働力を受け入れることは考えておらず、社会の凝集力がはっきりと

低下することもありえない。貧富の格差の拡大現象が深刻になっていると

はいえ、絶対多数の国々と比べて、日本では依然として社会的富の分配は

相対的に平均化されているのである（３５）。その他の先進国及び中国、ロシア

などの新興国と比べると、日本が発展する潜在力は限られているが、しか

し、グローバリゼーションのマイナス面の衝撃も限られている、と言うこ

とができる。

翻って米国を見ると、その国内政治と対外政策の弱点は、日本より多い

と言わなければならない。米国国内政治における「二極化」現象について

は、２００８年の大統領選挙に集中的に表現されている。経済問題、特に気候

変動問題など持続可能な発展の問題が、政治的な論争の中心をなす議題の

ひとつとなった。ブッシュ政権の国内外の声望はすべからく最低ラインに

落ち、米国の世界政治におけるイメージは、イラク戦争やユニラテラリズ

ム外交の推進によって、急激に悪化している。２００８年大統領選挙の後、米

国の対外戦略の調整は必至である。２００８年選挙の過程で、民主党候補者バ

ラク・オバマ氏を取り巻く状況から露わになったエスニックな裂け目を無

視することはできない。長期的に見れば、ハーヴァード大学教授サミュエ
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ル・ハンチントンが『私たちは誰なのか』で指摘した米国の伝統的価値観

と凝集力に対する挑戦は、すなわち、グローバリゼーションの米国に対す

るマイナスの影響なのであり、将来の１０年間にいっそう頑強に現れてくる

ことになるだろう（３６）。

米国のアジア太平洋地域における弱点は、主にその実力ある地位が、相

対的に言えば、過去のように極めて威嚇的ではないということにあるので

はなく、また、地域の実務について日本がその自主性を強めていることに

あるのでもない。そうではなくて、米国が、イスラム急進主義や国際テロ

リズム、さらに大量殺戮兵器の拡散を抑制するために、主要な国際戦略資

源をイラクと「大中東」情勢の安定に用いせざるをえないことにあるので

ある。米国の国際経済資源の分配は日増しに分散しており、特に米国の金

融覇権的地位と世界貿易規則の主導権を維持する必要に迫られている。大

国クラブのなかで、米国は依然として大西洋同盟という基本形態を維持す

ることができる。しかし、西側に直接挑戦し始め、日増しに自己表現を頑

強なものにするロシアには、かなりの精力と資源を使って対応しなければ

ならない。アジア太平洋地域では、米国の反テロリズム戦略目標は、

ASEANの持つ発展と安定の要求との間で温度差を生じており、北朝鮮核

兵器問題に対する非妥協的態度も効果を持てずにいる。このような角度か

ら見ると、米国の東南アジア地域における政治的影響力は低下し始めてお

り、日中「両雄の競争」という要素の浮上は、避けられない情勢であるか

のように見える。

中国の実力の発展に対する主要な挑戦は国内からくるもので、特に科学

的発展観の実行を阻害する幾つかの主要な障害による。それは、地域と部

門間の発展の不均衡、社会的公正の欠如、激化する貧富の格差、腐敗、不

完全な社会的セーフティネット、生態環境の悪化、過度なエネルギー消費

などである。さらに、「台湾独立」勢力は、依然として、中国の主権と国

家安全保障に対する挑戦となっており、チベットや新疆などの民族分裂勢

力も台頭してきている。中国が前進する道において遭遇する国内的挑戦は、
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ある程度とある面において、日本と米国が遭遇する挑戦を遙かにこえるも

のであることが見てとれる。将来の発展の過程で、中国がグローバルな範

囲に対する原材料供給、商品市場と金融市場の需要をさらに一歩拡大させ

れば、海外での利益は急速に拡大する。中国が遭遇する国内外の挑戦は、

すべて国際協力、特に日本と米国との協力によってのみ解決できるのであ

り、経済摩擦、政治とイデオロギーによる衝突、あるいは軍事的拡張によ

って解決することは不可能である。特に重要なことは、中国は「Lサイズ

の食欲、住宅欲、土地占有欲と資源消費欲」的な米国的生活様式を全力で

捨て去り、省エネ、欲望の制限、資源に恵まれないことによる「青山緑水」

的なほどほどの日本の生活様式を手本としなければならない。

日中米３カ国パワーの対比的総合分析から、以下の結論を導くことがで

きるだろう。一方で、中国経済発展の速度はやはり日本と米国を大きく上

回り、米国は日本の先を進み続ける。このことによって、日本と米国の戦

略心理上の調整が行われ、中国の自信は増強されよう。他方で、角度を換

えてみると、持続可能な発展の指標と３国がそれぞれ遭遇する国内外の挑

戦から見ると、中国が直面する問題の深刻さの度合いと複雑さの度合いが

おそらく最大であり、米国が直面する挑戦もまた日本を上回る。したがっ

て、日中米３カ国の実力比と２国間関係の評価には慎重な態度が採られな

ければならない。中国について言えば、自国の実力と地位の上昇の程度を

高く評価しすぎることは避けなければならないし、他国、特に日米両国に

対して平和的な発展という戦略意図をはっきりと語り続けるべきであり、

内外の政策の透明性を上昇させ、「安全保障のジレンマ」というマイナス

の効果を減少させるべきである。国家主権、根本利益、国家安全を維持す

ると同時に、日本の正当な国家地位と利益の追求を尊重すべきである。日

本について言えば、中国の実力と地位の上昇についての高すぎる評価や、

敏感すぎる態度を避け、「１つの船に２人の船頭は要らない」［７］的な心理的

態度で東アジア地域における日中間の問題を処理する姿勢を自制し、中米

両国の間でいっそうバランスの採れた政策を行うべきである。米国につい
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て言えば、アジア太平洋地域における自己の戦略縮小が早晩行われざるを

えないこと、冷戦時代に形成された安全保障状況が遅かれ早かれ調整を必

要とすること、さらに日本への支持をとおして中国を牽制することが、米

国にとって不利なばかりでなく全く実現不可能でもあることを意識するべ

きであろう。したがって、東アジア諸国が一緒に、新しい、いっそう包容

力のある地域の安全保障枠組みを構築すべく努力しなければならない。日

中米３カ国関係の上で、最も重要なのは伝統的な地政学的思考の枠組みを

調整して、持続可能な発展と非伝統的な安全保障問題を十分に重視し、そ

れをトライアングルの相互に働きかけあう枠組みの主要な位置に据えるこ

とである。このようにしてのみ、アジア太平洋地域と世界全体に幸福をも

たらすことができるのである［８］。
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月４日電，http://npc.people.com.cn/GB/28320/116286/116574/6954521.html

（最終閲覧日：２００８年３月２５日）

（９）鳳凰資本訊網が以下を引用したもの。米国国防省『２００８年中国軍力報告』，

２００８年３月４日電，http : //news.ifeng.com/mil/2/200803/0304_340_424531.

shtml（最終閲覧日：２００８年３月２５日）。

（１０）中国新聞網「美軍費激増布什請国会批准６２２０億美元軍事予算」，２００７年２

月４日電，http://www.chinanews.com.cn/gj/bm/news/2007/02-04/867478.

shtml（最終閲覧日：２００８年３月１１日）

（１１）現代中国政治の語彙のなかで、「民族主義」は往々にして否定的意味を持
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っている。日本はほぼ単一民族の構成をもった国家であり、中国は多民族国

家である。そこで、「民族主義」の概念は中国では日本と比べていっそう複

雑であり、より多くの意味を持っている。本稿で、民族主義が指すものは政

治国家に対するアイデンティティと自尊心である。

（１２）Lester Thurow,“A Chinese Century? Maybe It's the Next One,”New

York Times , August 19, 2007．サローは、中国の GDP年成長率は４．５％－

６％の間であり、政府が発表している１０％までにはならないと述べている。

（１３）Albert Keidel,“The limits of a smaller, poorer China,”Financial Times,

November 13, 2007．中国が GDPを購買力平価（USドル）に換算するた

めに必要な慎重な価格調査に参与したことがないために、経済規模を高く見

積もりすぎる現象が現れているのだと、カイデルは認識している。http://

www.ft.com/cms/s/0/dee3a0d2-9218-11dc-8981-0000779fd2ac.html（最終閲

覧日：２００８年３月１０日）

（１４）黄琳：「中日韓民意調査三国志」『瞭望東方周刊』（２００７年第３９期）。２００７

年８月－９月，中国『瞭望東方周刊』、日本『読売新聞』、韓国『韓国日報』

が、それぞれ自国で大型の民意調査を行って３カ国相互のイメージを明らか

にした。

（１５）零点公司が２０００年に開始し５年間続けて行っている調査は次のことを示し

ている。中国の一般国民のロシアに対する好感度は米国や日本に対するもの

より高く、約３０％の大衆がロシアは中国の友好国であると認識している。日

本を好きな人の数は５％をこえない。中国国民の心理では、経済面での重要

性の程度においてのみ日本はロシアを上回り、「強国」としての認定も含め

て、好感度、エネルギー資源の重要性の程度、石油供給国地位などの多くの

指標について、ロシアは日本を上回っているのである。http : //www.horizon-

key.com/showart.asp?art_id=376&cat_id=6（最終閲覧日：２００８年３月１０日）

（１６）高洪「中日民間溝通需進一歩推進」『瞭望東方周刊』（２００７年第３９期，２００７

年９月２７日）１７頁

（１７）新華網「小泉称中国的発展対日本不是威脅而是機遇」，２００４年１１月１０日電，

http : //news.xinhuanet.com/world/2004-11/10/content_2195337.html（最

終閲覧日：２００７年１０月７日）

（１８）新京報「日外相公開鼓吹『中国脅威論』」，２００５年１２月２３日電，http : //news.

thebeijingnews.com/0099/2005/1223/011@149961.htm（最終閲覧日：２００７

年１０月７日）

（１９）中国新聞網「安倍批日高官『中国脅威論』言論：断章取義無意義」，２００７年

２月２７日電，http://www.chinanews.com.cn/gj/yt/news/2007/02-27/880010.

shtml（最終閲覧日：２００７年１０月７日）

（２０）中国新聞網「福田接受美電視台専訪称中国軍力并不形成威脅」，２００７年１１
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月１９日電，http://www.chinanews.com.cn/gj/ywdd/news/2007/11-19/1081208.

shtml（最終閲覧日：２００８年３月１１日）。

（２１）米国の日中関係に対する態度については、以下を参照されたい。劉衛東「美

国対中日関係的看方及政策」『現代国際関係』（２００７年第３期）１４－１９頁

（２２）国務院発展・改革計画委員会『資源与環境』の簡単な報道によれば、日本

は省エネルギーについて世界で最も先進的な国家であり、１９７３年から２００３年

にかけて、日本の単位 GDP当たりの平均エネルギー消費指数は３７％低下し

た。http : //hzs.ndrc.gov.cn/newhjyzyjb/t 20080121_185969.htm（最終閲覧

日：２００８年３月１１日）

（２３）日本は政府機関、省エネ専門機構と省エネ工場の３層の管理システムをつ

うじて、省エネ政策を円滑に実施している。いっせいに稼動させ、共同管理

し、責任分担も明確である。現行の『省エネ法（エネルギーの使用の合理化

に関する法律）』も、１９９３年、１９９８年、２００２年と２００５年に４度改正され、着

実に整備されている。エネルギー消費量にもとづき、日本はエネルギー使用

組織を分類して管轄し、目標達成を評価する制度を実行し、企業のエネルギ

ー使用を厳格に管理している。製造段階では、トップランナー制度が実行さ

れ、省エネ効果が最も優れた製品を技術標準とし、販売段階では、「省エネ

ルギー型製品販売事業者評価制度」を実行し、省エネ商品を積極的に販売す

る業者を奨励している。財政税制政策では、経済産業省は多くの財政税制政

策を実施し、企業と社会の省エネを励ましている。国民教育の面では、日本

政府は省エネ日、省エネ月を作るだけでなく、全国範囲で省エネ技術の普及

と伝播を図り、多様な形式の宣伝と教育活動を行うほかに、さらに２日間の

省エネ検査日を設定し、省エネ活動及び生活習慣を検査し評価している。国

務院発展・改革計画委員会資源節約・環境保護司「日本的節能政策及経験」

『資源与環境』を見よ。http : //hzs.ndrc.gov.cn/newhjyzyjb/t 20080121_

185969.htm（最終閲覧日：２００８年３月１１日）。

（２４）『財経』ネット版「日本首相宣布成立百億美元基金抗撃全球変暖」，２００８年１

月２７日電，http://www.caijing.com.cn/newcn/davos/feature/2008-01-27/46638.

shtml（最終閲覧日：２００８年３月１０日）

（２５）劉鵬「美国人口将突破三億，可持続発展成疑」（新華社２００６年１０月１３日），

http : //finance.people.com.cn/GB/42773/70853/4914612.html（最終閲覧日：

２００７年１１月１０日）

（２６）“Remarks by Treasury Under Secretary David H. McCormick on

China's Journey to Environmentally Sustainable Growth at the West

Coast Leadership Dialogue 2008”，米国財政部 URL http : //www.treasury.

gov/press/releases/hp 761.htm（最終閲覧日：２００８年３月１１日）

（２７）中国経済網「節能減排３０００億美元商機待掘」，２００７年１０月２２日電，http://
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www.ce.cn/cysc/ny/hgny/200710/22/t 20071022_13332949.shtml（最 終 閲

覧日：２００７年１１月９日）

（２８）『自然弁証法研究』２００３年第８期に掲載された元地質鉱産部部長・朱訓の

「中国エネルギー戦略の弁証法的思考」は、中国のエネルギー利用効率を世

界のその他の国と比較して論じている。その結果は、中国が１億ドル GDP

の生産に消費するエネルギーは１２．０３万トン標準炭であり、日本が１億ドル

GDPの生産に消費するエネルギーのおよそ７．２０倍、ドイツの５．６２倍、米国

の３．５２倍、インドの１．１８倍、世界平均水準の３．２８倍となっている。その他、

何祚�と王亦楠は、購買力平価の手法を用いて、先進国のエネルギー利用効
率は中国の２倍程度の高さにすぎないとしている。何祚�、王亦楠「我国与
美国、日本能源利用効率的差距到底有多大？」，http : //www.casad.ac.cn/

2005-3/2005323112542.htm（最終閲覧日：２００７年１１月６日）。査道炯は、中

国の単位生産当たりのエネルギー消費は先進国の３－４倍であり、主要工業

製品の単位当たりエネルギー消費は、国外に比べ平均して４０％高く、エネル

ギー平均利用率はわずか３０％前後であるのに対し、先進国は４０％以上である

との認識を示している。査道炯「能源依頼進口并不可怕」『世界知識』（２００６

年４月），http ://news.sina.com.cn/c/2006-04-21/15059683782.shtml（最終閲

覧日：２００７年１１月６日）

（２９）『中国緑色国民経済核算研究報告２００４』については、以下を参照のこと。

http : //news.xinhuanet.com/fortune/2006-09/07/content_5062240.htm（最

終閲覧日：２００７年１１月１０日）

（３０）いくつかの民間の報告者が、中国の生態環境と相関する政策に対して提出

している数値と分析は驚くべきものである。例えば、張宏良「中華民族再次

到達了最危険的時候：記念毛沢東誕辰１１３周年」（２００６年１２月２６日），http : /

/blog.sina.com.cn/s/blog_54 b 36667010007 nb.html（最終閲覧日：２００７年１１

月１２日）を参照されたい。

（３１）“Cost of pollution in China, Economic estimates of physical damages,”

Rural Development, Natural Resources and Environment Management Unit

East Asia and Pacific Region , The Word Bank, 2007.2.

（３２）黄抗生「全球変暖 中国積極応対」『人民日報・海外版』２００７年１２月２２日，

第３面

（３３）黄抗生，同上

（３４）樊曦「全球気候変化挑戦中国可持続発展」（新華網２００７年３月２３日），http:

//news.xinhuanet.com/politics/2007-03/23/content_5887612.htm（最終閲覧

日：２００７年１１月９日）

（３５）貧富の分化という問題については、日本は依然として世界で最も富の分配

が平均化された国のひとつだというのが、専門家の共通認識である。例えば、
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日本のジニ係数は長期的に０．２８５を維持している。王大衛「従『世界第一』

看中日差距」『改革内参』（２００７年第３４期）。反対に、中国のジニ係数は日本

より遙かに高く、世界銀行の報告をもとに計算すると２００５年にはすでに０．４５

８に達しており、この数値はさらに絶え間なく上昇すると考えられる。董旭

楠「世行報告：中国基尼系数列８５位」『数拠』（２００６年第９期）５４－５５頁、ま

た、張煥波等「中国基尼系数予測及分析」『管理評論』（２００７年第６期）３７－

４２頁を見よ。

（３６）Samuel P. Huntington, Who Are We : The Challenges to American

National Identity , New York : Simon & Schuster, 2004.

訳註

［１］中国語原文のタイトルは「従中日美力量対比看：三辺関係的発展趨勢」で

あり、著者の付した英文タイトルは Trends in China-Japan-U.S. Relations :

A Balance-of-Power Approach である。日本語タイトルは直訳ではないが、

日本語の語感を丁寧に説明したうえで著者の諒解を得たものである。「日中

米」の語順を用いたことにより、以下では、「日中」、「日米」、「中米」の表

現を用いることとする。なお、原文ではタイトルに註がつけられ、資料収集

協力者への謝辞が付されていたが、翻訳にあたって削除することとした。

［２］２００６年１１月３０日、当時の麻生太郎外相（第３次小泉純一郎内閣）が提示し

たもの。「自由と繁栄の孤」の構想は、「価値観外交」の表現だと考えられて

いる。「自由と繁栄の孤」の構想については、以下の外務省 URLを参照さ

れ た い。http : //www.mofa.go.jp/mofaj/press/enzetsu/18/easo_1130.html

（最終閲覧日：２００８年４月３０日）

［３］ソフトパワーについて著者が言及したものとして、ジョセフ・ナイと共著

の評論「中国軟実力提昇損害了美国？」（『環球時報』２００８年４月９日，第１１

面）を参照されたい。

［４］原文では「群体性事件」である。この語は、社会的な矛盾が引き金となり、

自己の主張（或いは利益）を訴える特定もしくは不特定多数の大衆行動を導

いた事例に用いられる。非合法であるとは限らないが、社会の安定にマイナ

スの作用を持つというニュアンスがある。英訳では主にmass incidentsが

用いられているようである。

［５］７大水系とは、長江、黄河、珠江、松花江、淮河、海河、遼河の流域地域

を意味する。「中国の表層水資源の７７％がこれら７水系に依存しており、中

国全人口の９０％がこれら７流域で社会経済活動を営んで」いるとされる。北

東アジア地域自治体連合環境分科委員会 URL「北東アジア環境広場」，http :

//www.npec.or.jp/northeast_asia/environmental/page 02.htmlを参照され
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たい（最終閲覧日：２００８年４月３０日）。

［６］原文では「搭便車」であり、強いて言えば、安上がりの防衛、というニュ

アンスが感じられる。

［７］原文では「一山不容二虎」である。

［８］本稿翻訳原稿の完成（２００８年４月２８日）から初校ゲラ受領（６月９日）ま

での期間に、中国では四川大地震が発生した（５月１２日）。思いもよらない

天災の発生は、本稿４４頁における著者の議論を想起させずにはおかない。
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